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１．はじめに
　2009（平成 21）年４月から社会福祉士と介護福祉士
の養成課程のカリキュラムが新体系に移行した．2012
（平成 24）年度までが移行期間である．これに伴い大学
をはじめとする養成校のカリキュラムに変更が生じた．
これは社会福祉士が主たる業務とするソーシャルワーク
（以下，「SW」と記す）の性格を本来の SWが求めてい
る方向に戻すねらいがあると考えられる．SWの役割と
して「相談援助」や「連絡・調整」が挙げられる．これ
に関する知識と技術を用いて，社会福祉施設利用者を含
む地域住民が抱える生活課題を解決していく．その際、
社会福祉士と関連領域の専門職で構成するチームで援助
を進める．つまり，多職種によるチームアプローチや他
機関との連携が求められる．その際本論文が対象とし
ている情報通信技術（以下，「ICT¹」と記す）の活用が
SWにおける情報共有を効果的かつ効率的なものにする
と考えられる．
　詳細は後述するが，SWにおける ICTの導入は，2000
年の介護保険法の施行に伴う要介護認定が 1つの契機と
なった．介護保険というシステムを社会福祉現場で利用
するために ICTの導入が必要不可欠であった．そして，
これを機に社会福祉現場でも ICT化が推し進められた．
しかし，それから 10 年以上が経過した今も社会福祉現
場の ICT化は必ずしも進んでいない．
　一方，前述したように今回のカリキュラム改正で「相
談援助の理論と方法（旧社会福祉援助技術論）」に ICT
の項が新設された．これは今後，SWにおける ICT の
本格的活用の方向性を示したものである．そこで，本
論文では SWにおける情報共有についての ICT 活用に
関する今後の展望と課題を明らかにする．その狙いは，
ICT を利用者支援や SWのすべてに対して活用するこ
とではなく，これによって職員の業務の効率化と円滑化
を図り，利用者への直接支援にかける時間を最大限確保
することにある．
　話を進めるに当たり，使用する用語を整理しておく．
まず本論文における SWとは相談援助および連絡，調
整を指す用語とする．特に，利用者に対する SWにお
ける情報共有に焦点を当てる．なお、ICTと IT は同義
語とする．先行研究や政策では ITの語を用いている場
合がある．それらを ICTと読み替える．
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要約：本論文の目的は利用者支援における情報共有に ICTを積極的に導入することの利点と課題を明らか
にすることである．ソーシャルワークの実践の場である社会福祉現場において ICTの導入は他分野より遅
れている現状がある．その背景に ICT活用に対する理解不足が挙げられる．ICTは「心（情緒）」の対極
にある「機械（科学）」の代名詞ではない．情報共有手段として ICTを活用することで利用者支援を効率
的かつ円滑に進めることが可能となる．それは，利用者への直接支援に対する時間を確保すると同時に，
時間的のゆとりが職員の「心（情緒）」のゆとりにもつながる．以上のことから利用者支援，とりわけソー
シャルワークにおける情報共有に ICT活用の効果は大きい．結論として，社会福祉現場における ICTの整
備と，それを使いこなす専門職の養成が求められている．
KeyWords：ソーシャルワーク（SW），情報共有，記録，情報通信技術（ICT）
１ InformationandCommunicationTechnology の略である．
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２．ソーシャルワークと情報共有
２．１．ソーシャルワークと情報
　ここでは SWと情報の関連性について述べる．従来
の社会福祉と情報に関する研究の主たる対象は情報弱者
であった．つまり，情報弱者が ICT を活用するための
方法論に重点が置かれていた．本論文は，これまでの研
究では対象外とされていた職員の利用者支援，特に SW
に焦点を当てる．利用者支援において情報の共有と活用
は必要不可欠である．そのためには情報を集め，精査し
なければならない．この作業に関し，これまでの社会福
祉現場は手書きで対処し，ICT活用には消極的であった．
つまり，社会福祉現場における ICT 活用は他分野と比
べ明らかに遅れていた．そして，このことが SWへの
ICT活用の遅れにもつながっていた．
　本論文では SWにおける ICT 活用の対象となる情報
を明らかにする．SWが共有，活用しなければならない
重要な情報は記録である．記録を作成する理由について
岡村（1965：1）は次のように指摘している．すなわち、
社会福祉的援助の方法が，昔に比べ複雑になり，専門職
的な技術を必要とするようになった．さらに岡村は記録
の役割を複雑な援助の手続き過程を正確に写しだすもの
とも述べている．利用者に対する支援は複数の専門職で
構成されるチームで行うことが基本である．その場合，
目的，職種によって複数の記録が存在することが考えら
れる．このことは利用者支援に対する情報が分散し，管
理が困難になる可能性を示している．SWについてまず
述べる．SWの記録は情報として蓄積され，他職種との
情報共有に役立つ．
２．２．情報としての記録
　以下，SWの情報記録の位置付けと，他職種との情報
共有について考察する．利用者支援に関わる専門職は多
種多様である．図 1は，社会福祉施設に限定したものと
して大竹（2005：167）がまとめたものである．
図１　社会福祉施設内の利用者と職種（出典：大竹(2005:167)）
　図１から１人の支援に専門性を有する複数の職員が関
わっていることがわかる．この図は社会福祉施設に限定
したものだが，それでも専門性の異なる複数の職員が関
わっている．地域福祉時代と称される今日，地域社会を
基盤とする地域住民に対する支援時には，これ以外の専
門性を有する専門職が関わることもある．その場合，社
会福祉領域以外の専門職も関わり，支援を展開すること
になる．このような状況下でも各自の専門性を活かした
利用者支援が求められている．その場合，重要なのは情
報共有であり，その基礎となるのは記録である．そして，
これらを調整し利用者支援へとつなげていく役割を担う
のがソーシャルワーカーである．
　専門職はそれぞれの記録様式に沿って記録を蓄積す
る．施設や病院など１か所に複数の専門職が配置されて
いる場合，それぞれの専門性を活かした記録様式で情報
は記録されている．しかし，外部の社会資源を活用する
場合，１人の利用者の記録が一か所にまとめられている
とは限らない．
　また，自宅で生活している利用者は病院や事業所など
複数の機関，団体，施設を利用することで生活を維持し
ており，利用者の個人情報（支援内容を含む）があちこ
ちに散在している実態がある．1 人の利用者の支援に
複数の記録様式を用いることは情報の散在につながると
同時に，どの情報が最新のものかわかり難くなる．その
結果，時系列的に支援内容を振り返る際，俯瞰的視点に
立つことが困難となる．
３．情報共有と ICT 活用
３．１．ハード面の現状
　本章では，SWの情報対象の共有と活用に向けた ICT
活用方法の現状を述べる．そもそも SWに求められる
役割の 1つは連絡，調整である．つまり，多職種間にお
ける利用者に関する情報をまとめ，専門性を有する職員
に伝えることが求められている．その際，対象となる利
用者の全体像を把握しておかなければ多職種チームによ
る支援の調整は不可能である．その重要な役割を担うの
が SWを主たる業務とする専門職である．つまり，SW
の業務は ICTを活用することで効率化と円滑化が可能
になると考えられる．
　SWにおける ICT 活用の現状についてまず述べる．
本章では，SW における ICT 活用を以下の両側面か
ら明らかにする．まず一つは，① SWの現場における
ICT 活用に必要不可欠なハード面である．次に，②そ
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れを使用する人（地域住民や専門職，社会福祉施設利用
者など）が使用するソフト面である．以下，これらの現
状から SWにおける ICT 活用が受動的であることを明
らかにする．
　SWの現場における ICT 活用に必要不可欠なハード
面から話を始める．本題に入る前に，情報社会の歴史的
展開について述べる．図 2は日本における ICT の普及
に関する歴史と未来を図式化したものである．この図
によると日本における ICTの普及に関する取り組みは
2000 年以降に始まっており，今も発展途上にあること
がわかる．
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図2　我が国のIT戦略の歩み（出典：総務省ホームページ）
　図 2は，2000 ～ 2003 年は IT 基盤整備，2003 ～ 2006
年は IT の利用・活用重視，そして 2006 年以降は“い
つでも，どこでも，誰でも”IT の恩恵を実感できる社
会の実現時期と分類している．社会福祉分野における
ICTの導入時期も同様のことが言える．
　社会福祉分野における ICT導入のきっかけは 2000 年
に始まった介護保険制度である．同制度の要介護認定に
関する業務では ICT 活用が前提になり，これに追随す
る形で施設や機関などでその導入が推進された．もちろ
ん，それまで社会福祉現場が ICT と無関係だったわけ
ではない．2000 年以前から社会福祉現場に ICTを導入
している施設，機関，団体はあった．しかし，それは記
録の電子化が主たる目的で，SWにおける ICT 活用と
は言い難いものであった．利用者支援における ICT の
導入活用は今日も継続している．しかし，その実態は総
務省（2010：119）が図 3 に示すように「医療・福祉」
分野で ICT活用は低迷していると指摘している実情が
ある（図 3内，「医療・福祉」を参照）．

３．２．ソフト面の現状
　次に SWの利用者（地域住民や専門職，社会福祉施設
利用者など）に対するソフト面について述べる．背景と
して社会福祉現場における ICTのイメージを挙げてお
こう．ICT を活用するのは人である．人が ICT に対し
てどのようなイメージを持っているかが導入後の活用姿
勢に反映する．これについて，内田（2009：3）は次の
ように指摘している．1990 年代に特別養護老人ホーム
を対象に実施したコンピュータ利用状況調査における回
答は「福祉・介護のサービスは人と人，心と心で提供す
るもの．コンピュータなどの機械は現場には不要である」
であった．この回答は，当時の特別養護老人ホーム職員
がコンピュータを「心（情緒）」の対極としての「機械
（科学）」ととらえていたことを示している．つまり，利
用者が日々刻々と変化する状況の中で，それに対応して
支援をしなければならない状況下で，杓子定規な ICT
活用の必要性を低く見ていた．対人サービスである SW
において利用者に機械的な対応をすることは避けなけれ
ばならなかった．
　つまり，SWにおける ICT 利用はその全過程を利用
範囲と考えていた．この考えが今日まで SWにおける
ICT活用の遅れに影響を与えてきた．その結果，SWを
含む社会福祉分野全般の ICT活用に消極的姿勢がもた
らされた．しかし，介護保険の導入を機に ICT が導入
され使用する側に変化が表れはじめた．
　ICT を使用するのは人である．ICT に意志があり，
勝手に判断して利用者を支援するわけではない．つまり，
ICT を使用する人が SWと ICT の特徴を把握し理解し
た上で，活用していくことが求められる．その活用すべ
き場面とは利用者への直接支援ではなく，職員間の情報
共有をはじめとする職員の業務（利用者への直接援助を
除く）負担が軽減される程度にしておかなければならな
い．
４．展望と課題
４．１．展望
　本章ではこれまでの章で明らかにしたことを踏まえ，
その展望と課題について述べる．まず ICT の利用姿勢
を消極的から積極的へ移すという方向性を明らかにす
る．前述したように ICT 活用に対して SW関係者はこ
れまで消極的であった．人を相手に支援をする場合，日々
刻々と状況が変化し，それへの対応が求められる．しか
し，ICT が目の前にある状況に臨機応変に対応できる
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とは限らない．その結果，SWにおける ICT 活用は発
展しなかった．
　しかし，SWのすべてに臨機応変な対応が求められる
わけではない．ICT 活用は SWの円滑な展開に寄与す
ると考えられる．それは，これまでで述べてきた ICT
活用による SW情報共有の円滑化である．従来の散在
していた情報を ICTの導入で効率的にまとめることが
できる．必要な時に必要な情報を共有することも可能に
なる．背景には 2000 年の介護保険法の導入による ICT
活用がある．これ以降，SWをはじめとする社会福祉現
場で ICT の整備が始まった．当時はハード的なものが
大半を占め，活用の整備には至らなかったが，それ以降，
SWにおける ICT 活用の取り組みが始まった．その実
態は ICT の特性を十分理解したものではなく，日々の
記録の電子化にすぎなかった．この原因は SWにおける
ICT 活用を能動的ではなく，受動的に導入してきた社
会的背景のためといえる．つまり，必要最低限の ICT
活用にとどめ，従来のSW実践を優先してきたのである．
しかし，SWと ICT の特徴を把握し理解すれば，今後
の積極的かつ能動的な ICT活用が可能になる．それは，
利用者への直接援助を除く職員の業務負担の軽減を目的
とした ICT 活用である．その場合，SWにおける ICT
活用の主たる目的は情報共有であり，利用者への直接支
援ではない．そう割り切ることで ICT 活用の可能性が
高まると考えられる．
４．２．今後の課題
　ここで今後の展望について述べる．これまで SWに
おける情報共有に関する ICT活用の有用性について述
べてきた．ICT 活用の有用性は充分高いが，一方でそ
の課題も山積している．ここで 2.2 で述べたものを基と
してハード面とソフト面の両面から課題を明らかにした
い．
　まず ICT 活用に必要なハード面の課題について考え
る．ここでは ICT 導入にかかるコストや SW実践に活
用できるデータベースの開発コストが課題として挙げら
れる．SWの現場は社会福祉施設内だけに限定されるわ
けではない．この事実を踏まえ，SW業務に適するデー
タベースには，クラウドコンピューティング ²を利用す
る．これによって，場所に限定されることなくシームレ
スに情報を共有することが可能となる．一方，アクセス
できる専門職を限定し，パスワード設定などセキュリテ
ィ面を強化しなければならない．
　また，マスコミで取り上げられる「ファイル共有ソフ
ト」の使用についても配慮が求められる．SWにおける
情報の大半は利用者の個人情報である．したがってファ
イル共有ソフトによる個人情報の漏えいは，ICT の特
徴性というよりも，使用する個人の責任感に関する課題
ともいえる．
　また ICT 利用者（地域住民や専門職，社会福祉施設
利用者など）のソフト活用能力も問題である．これは専
門職養成のカリキュラムにも関係してくる．特に，多職
種による支援を基本となるため，ICT に関する共通理
解が求められる．つまり，多職種の専門職によるチーム
支援が基本なので各自が ICTに対して共通の知識を持
たねばならない．これ無しに多職種による統一的 ICT
活用は期待できない．
　各利用者は共有する個人情報の取扱いに注意を払わな
ければならない．専門職として利用者の個人情報に接触
する以上，秘密保持の原則は職業的倫理として重要であ
り，この原則の厳密な運用が求められる．
５．おわりに
　以上述べたように SWにおける ICT 活用はその特徴
を把握し，理解した上で積極的かつ能動的に展開するこ
とが可能であり、かつ求められている．しかし，その
ためには専門職養成時点から ICTに関する知識や技術
を習得することが必要不可欠である．このような社会的
要請に対し社会福祉士養成カリキュラムには ICT活用
に関する内容が盛り込まれつつある．しかし，現実に
は，SWに ICTは活用されていない．この現状を踏まえ，
SWに ICT を活用する目的が何か明確にする必要があ
る．その範囲を社会福祉士だけではなく，関連する様々
な職種の専門職養成課程で共通のものとし，共有しなけ
ればならない．
　今後の課題として①実践例の収集，② SWにおける
ICT 活用方法の明確化，③専門職養成への反映の 3点
を挙げることができる．これらを明白にすることによっ
て，SWにおける実践的な ICT 活用の目的と方法も明
らかになる．そこで，SWにおける情報共有と ICT 活
２ クラウドコンピューティングとは，インターネット網を単なる通信網として利用するだけでなく、情報処理やデーター保管の機能
も期待するコンピュータの利用形態の一種である．
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用に関する研究を今後も継続していきたい．
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